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植民地行政と人事政策―比較研究とその試論―台湾
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2.「 近 代化」、 「社会動 員」 及 び 「統 治方式 」
(1)専 断支配 と近代化 陳以徳1
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づけが、朝鮮 と比較すると相対的に低い ものであった ことは歴然 としている。陳氏の研究
は、総督府の専断統治 と民族差別に関する様々な学説の中でも代表的なものであ り、 日本
植民地史比較研究の現状を最もよく反映 したものと言えよう。
もう一つの注 目すべ き例 として、金漢教(Han-kyoKim)の 研究が挙げられる。2植民地行
政の運営に関する情報は、植民地研究を行なっている研究者にとって一つの有力な道具で
ある。 日韓併合の際、朝鮮総督府は、朝鮮人の試験合格者を植民地政府の官公職に任用す
る政策を公に宣言 した ものの、昭和18年(1943)ま で、朝鮮総督府の高等官 として任官
した朝鮮人の数は僅か653人(全 体の12%)に 過 ぎなかった。一方、行政府の下層の官公
職においては、朝鮮人の数が遥かに多数であった。金は、朝鮮における文化の変革を 目指




け支配者の動機か ら考察したが、陳は植民地台湾を主体 とし、戦後の台湾国民政府 と比較
して、植民地政権の具体的な成果を肯定 しているとい うことである。 しかし、両者には共
通点がないわけではない。それは、両者 とも植民地における日本の近代化に向けた役割を
考慮に入れているとい う点である。
(2)同 化政策 と社会動員 董元模3
朝鮮における日本の植民地政策を同化 と動員の視点から考察 した学者は英語圏では少な
いが、董元模(WonmoDong)は その数少ない学者 の一人である。董は、総督府による専
断統治の潜在的な制約を考慮 しなけれぽならない という認識に基づいて、主に同化政策 と
社会動員を考察 している。彼の研究は、先に述べた陳以徳 とはやや異なる視角を持って植










一の仮説は、同化の度合いが政治統合 の度合い と正比例する、換言すれば、同化 の度合い
が高 くなれぽ、政治統合の度合いが高 くなり、政治分化の度合いが低 くなる。第二の仮説
は、第一の仮説 と同一の文脈に沿って、社会動員 の度合いと政治統合の程度が反比例す る
とい うものである。董は、検証に基づいて、同化 に関する第一の仮説は成立す るが、社会
動員に関す る第二の仮説は成立 しないと結論 した。
董の研究は、比較政治学おける近代化及び政治変遷の理論に基づき、 とりわけKarlW
Deutschに より分析がなされた政治統合の影響を評価 している。Deutschは 、民族国家を対
象 とした理論モデルを作 り分析を行っている。彼は、「同化」 と 「分化」の概念を用いて、
民族、言語、文化が多様な社会において動員 とい う政策を採用すると、政治統合の面か ら
見て、かえって社会が分化すると主張 した。4
ここで、董が定義した 「同化」 と 「政治」 とい う概念が、KarlDeutschの 用語より狹い
ものであることに注意する必要がある。Deutschの 言 う 「同化」は、主に民族国家をその
範疇 とし、植民帝国に限定 していない。董は、「政治」を政府部門と同義語と見做:し、さら
に 「同化」を 「異質的な文化、言語 と民族団体或いは社会共同体が、単一の領土に混融さ
れる過程、その領土における民族団体を、或いは地域的な忠誠を、超越 してい くこと」と




た。また、朝鮮の才能のある若者が1920年 代以降速やかに増大 した ものの、朝鮮総督府に
よる新人任用政策が差別的なものであったため、朝鮮人が任用されることが困難であ り、
彼 らの間に不満が潜伏した。そ うした状況に対する総督府の調整及び対応の能力が乏 しい
ものであったと結論した。
統計数字を示すと、1920年 から1940年 まで、朝鮮人1,000人 当りの任用者数は58.3人
から61.7人 まで増加 した。任用者数の変動は、理論的に言 うと、同化過程における一つの
重要な指標とも見做すことができる。 この過程は、KarlDeutschの 言葉を用いれば、「報酬




日本の植民地統治に関す る比較研究の中で、山室信一が指導 したいわゆる 「次官、次長
支配に よる満州国」のモデルは代表的なものである。「次官、次長支配」制度が日露戦争
4KarlW.Deutsch,NationalismandSocialCommunication(Cambridge:TheM.1.T.Press,1953).
5山 室 信 一、 「植 民 帝 国 ・日本 の 構 成 と満 州 国:統 治 樣 式 の遷 移 と統 治 人 材 の周 流 」,inピ ー ター ・
ド ウス(PeterDuus)&小 林 英 夫(編),『 帝 国 とい う幻 想:「 大 東 亜 共 栄 圏」 の思 想 と現 実 』(東 京:






(1941)後 数年間、 このモデルは、少し異なる形で東南アジア各地の 日本の占領地を含む
「大東亜共栄圏」で展開された。




支配するいわゆる 「総務庁中心主義」の時代 となる。廃止された 「顧問統治」は、戦時の






実である。つまり、戦争 との関係を考慮に入れる必要がある。統治方式 とい う視点からみ
れば、再び 「植民者による支配」に戻った と言える。
以上、三つの論説を簡単に紹介した。これらの論説に対する私の見解は、結論において、
戦争 と 「現代性」 との関連において論 じる。
3.帝 国 にお け る人事 の流 れ一 統計 分析 に基 づ いて
植民地台湾の行政官僚は殆 どすべてが日本内地の出身者であり、明治以来の人事制度を
踏襲 しつつ、官位 ・官階、昇進、給与、福利厚生、服務規則などを一つ一つ制度化 してい
く必要があった。文官の任用には、主に二つの道筋、すなわち高等文官試験 と普通文官試
験がある。高等官は帝国の幹部であ り、高等文官の人事は帝国とい う枠組で分析す る必要
がある。一方、普通文官試験は、合格者の任用が地方政府の職権であ り、台湾の場合は権
限が台湾総督府に置かれていた。高等文官行政科試験及び台湾総督府の普通文官試験を例
として、日本の植民地官僚 の人事 と組織を分析 しつつ、台湾と朝鮮の差異を見る。
(1)高 等行政科一 秦郁彦著r戦 前期日本官僚制の制度、組織、人事』に基づいて





6山 室 信 一 、 「植 民 帝 国 ・日本 の構 成 と満 州 国 」、198頁 。
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戦前 日本の高等文官試験(高 文)は 行政科、外交科及び司法科の3科 があったが、2科
ない し3科 の試験にパスした者は少なくなかった。秦郁彦の研究によると、高文試験合格





文官試験は、1893年(明 治26年)に 公布された 「文官任用令」及び 「文官試験規則」に
基づいて、翌1894年 に開始された。戦時期最後の2年 間(1944-1945)は 中断され、戦後
1946年 に再び試験が実施されたが、翌1947年 に廃止された。1947年4,月、1948年2,月 及
び6,月 に3回 詮衡が実施され、「二級事務官吏」の身分が授与された。1949年 、高等文官
試験制度が国家公務員試験制度に改制されて今日に至っている。7





最も多 く、大蔵省、遞信省、鉄道省 と続いている。秦氏は、その多 くは地方出先機関を持
ち、現業官庁の色彩が濃いため、各省庁の人事政策にまで影響を及ぼした と判断される。









95%に 達 した。秦郁彦の統計によれば、合格者数は1906年(明 治39年)ま では平均48
人、1917年(大 正6年)に130人 、その後は概ね200人 台(ピ ークは1928年 の336人)
を上下 した。戦時期に入ると、合格者数は急増 した(特 に、1942年 の411人 と1943年 の
7秦 郁 彦 、 戦 前 期 官 僚 制 研 究 会 編、r戦 前 期 日本 官 僚 制 の 制度 、組 織 、 人 事 』(東 京:東 京 大 学 出 版
会 、1981)、9-10頁 。
8秦 郁 彦、 『官僚 の 研 究』、10-!2頁 。
9秦 郁 彦 、 『官僚 の 研 究』、22-23頁 。
10秦 郁 彦 、 『官僚 の研 究』、12頁 。






戦争直後(1946年 ～47年)の データを除 くと、戦前期行政科の合格者数は、8,876人 に
達 した(戦 争のため1943年 から2年 間試験中止)。 そのうち二つの植民地へ派遣 された者
が1,000人(台 湾386人 、朝鮮614)で あり、全体の11.2%を 占めた。r5年 内に台湾へ派
遣された」者は、「台湾関係者」の70%近 くに達 している。朝鮮では、台湾に比べてやや
高 く、76%で あった。 ここで 「関係者」 とは、筆者 自身の定義によるものであり、「高等文
官試験行政科合格者の うち、台湾あるいは朝鮮に係わった経験をもつ者」を指す。
台湾或いは朝鮮へ 「5年内に派遣された」者については、秦郁彦による 「入省先」と 「配
属先」とい う二つの統計データがある。「入省先」とは、原則として、高等文官 「試験合格
後5年 以内の就職先官庁」 と定義 されている。また、「配属先」が 「就職時の官職 と配属部
局名を就職年」 とともに示されている。14このように分類す ると、以下のような様相が浮か
び上がって くる。すなわち、「5年以内に外地に派遣」 された者の数は、台湾 ・朝鮮の両方
ともほぼ同じく、「関係者」の約3分 の2と なっていた。官僚にとって、外地の派遣先官庁
は、主に高等文官行政科試験に合格 した後数年間をそ こで過 ごすため、官僚生活における
生涯の一つの重要な段階 となっていた。これらの事実は、帝国の植民官僚の派遣が、一定









5年 内に台湾へ派遣 された高等文官行政科試験合格者の入省先をみると、総数313人 の う
ち299人 が台湾総督府で全体の95%を 超え、その他台湾銀行11人 、台湾電力2人、台北
帝大1人 となっている。 これは、後述するように、台湾に比べると、朝鮮では直接派遣者
の派遣先機関がより多様であることを示唆 している(但 し、人事の流動性が大きいことを
示 しているわけではない)。 「朝鮮関係者」については、朝鮮各地が578人 で多数を占め、
内地では内務部(74人)が 最 も多 く、大蔵(34人)、 逓信(19人)と 続 く。朝鮮における
日本人の高等官が主に行政と技術の知識を持つ人材であった ことが分かる。また、関東 と
満州における経験が、高等試験合格者にとって、朝鮮に派遣された条件の一つであったこ
12秦 郁 彦 、 『官 僚 の研 究 』、16頁 。
13秦 郁 彦 、 『官 僚 の 研 究』、22頁 。




5年 内転出元機関別に見ると、配属機i関別と同様に、内務(19人)と 大蔵(15人)が 、そ





により異なっているが、戦争の影響は注目すべ きで、 とりわけ太平洋戦争の影響は際立 っ











国 日本の中でも際立った特色である。要す るに、台湾の普通文官試験は、少な くとも前期
(1920年 まで)に おいて、行政官庁 の基層に置かれた在職者にとって、官吏へ昇任する最
も重要な道であった。尤も、多 くの台湾人の受験者は公学校(台 湾人の児童を対象する初
図1高 等行政科試験合格派遣者数の分析=台 湾VS.朝 鮮
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級学校。一方、日本人の学校は小学校 と言 う)の 訓導や地方官庁の雇員であり、15その割合
は前期には75%に 達していた。16合格率は、全期を通じて平均13.3%で あったが、台湾人
の合格者がおよそ7分 の1を 占めた。試験合格者は判任官の資格を持ったが、必ず判任官
に任用 され るとい うことではなかった。1905-1941の 期間を例にとれぽ、台湾人の合格者
が271人 、判任官になった者が71人 、そのうち一般行政職は34人 しかいなかったが、詮
衡によって奏任官に昇格 した者はいなかった。17
蔡志文は、1899年 から1942年 の間に、台湾総督府が新たに任用 した判任官の毎年の人









人であった と推定される。1899年 、1900年 、1902年 及び!926年 の各年のデータはこれ
までのところ府報の中に見つけることができなかった。蔡志文の論文によると、全期を通
じて普通文官試験の合格者数は2,628人 で、その内訳は、1899年106人 、1900年70人 、
1902年109人 、1926年39人 であった。この四つの数字を筆者が算出した2,369人 に加え
ると、2,693人 となる。両者の食い違いが65人 で、筆者が算出した数の方が多いが、蔡志
文は1944年 の56人 を加えなかった と推測 される。1944年 に多 くの台湾人合格者が改姓
名したため、 日本人の合格者数が何人であったか判断が困難であるが、依然9人 の差があ
る。
本節では、上記4年 の分析を割愛 し、後 日行な うこととするが、結論には大差がない と
考えられ る。筆者が行なった分析では、合格者の うち 日本人が2,005人(85%)、 台湾人
が364人(15%)で あるが、蔡志文が集計した 日台人の合格者数 とその全体に占める割合
は、日本人が2,265人(86.2%)、 台湾人が363人(13.8%)で ある。21要するに、日本人の
普通試験の合格率は、全期で見ると、図2に 示す ように、平均およそ85%で あった。これ
は先に述べた ように、台湾総督府の植民地官吏が殆 ど内地から派遣されたとい う見方と一
!5i蔡 志文、「日据時期台湾r文 官普通考試』之研究」(国 立中興大學厨史學研究所 ・碩士論文 ・1996)、
74-80頁 。
16蔡 志文、「日据時期台湾r文 官普通考試』之研究」、165頁 。
17蔡 志文、「日据時期台湾 『文官普通考試』之研究」、169頁 。
18蔡 志文、「日据時期台湾r文 官普通考試』之研究」、157頁 。
19蔡 志文、「日据時期台湾 『文官普通考試』之研究」、107-!09頁 。
20蔡 志文、「日据時期台湾 『文官普通考試』之研究」、172-173、181頁 。
21蔡 志文、「日据時期台湾 『文官普通考試』之研究」、109頁 。
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図2普 通文官試験(1901-1944)の 合格者数一 日本人vs.台 湾 人
致 している。詳 し く見 ると、前期(1901-1922)に おいては96%で あ り、最初の数年 間に
100%に 達 した。
図3に 示 す よ うに、1901年 から1929年 の期間(資 料上の制約 があ り、出身地 の分析は
1929年 までで、それ以降の分析 は行 ってい ない)、内地 の9地 域及 び台湾 にお ける普通文官
試験合格者数1,438人 であ り、その内訳は、九州592人(41.1%)、 関東161人(11.2%)、
中国154人(10.7%)、 東北123人(8.6%)、 台湾106人(7.4%)で あった。
仮に台湾が 日本の県の一つであった とす ると、台湾における合格者 の数 は ラン クの中位
にあ り、任用者数はか な り多か ったはずであ るが、実際は、 日本の県 ではなかったた めに
その数は少 なか った。 これは、台湾人に とって社会的な昇進 の道 が限 られていた ことを示
してい る。 また、北海道を除いて、近畿、東海、四国、北陸の四つ の地方 におけ る任用者
数がほぼ 同 じで、 それぞれ全体 の5%程 度 であ った。 台湾総督府 が任用政策 において地域
的 な配分を も考慮 していた と考 えられ る。 日本 内地 の府県 ランキ ングを示す と、九州地方
の6つ の県 が上位10県 の中に入 ってい る。鹿児 島183人 、熊本131人 、福 岡86人 、佐賀
58人 、大分52人 、長 崎40人 とな って い る。 鹿児 島が首位で全体 の8分 の1を 占めてお
り、九州 と中国を合せ ると全体 の52%を 占めた。
さ らに、九 州出身者 の出身地 を分析す る と、鹿 児島、熊本、福岡の3県 の出身者は、九
州地方全体 のお よそ3分 の2(68%)と なってい る。 中国地方 出身者 の出身地は九州地方 と
類似 してい る。広 島県 が46人 で中国地方 のお よそ3分 の1(30%)、 山 口県を加 えれば、
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図3普 通文官試験の地域別合格者数 一内地 と台湾(1901-1929)






東京府(50人)が 全体の3分 の1、 茨城(23人)を 加えると、半分近 くとなる。東北出身








慮に入れていた とい うことを示 している。また、普通文官試験名簿は、毎年度台湾総督府
から出された下層文官任用に係る要求を反映していた と考えられる。
任用者の名簿について、次のように整理することができる。すなわち、1910年 代の前半








期、つま り1938年 から1944年(1945年 には試験が行われ なかった)の 問に及格 した者
であった。戦争末期に台湾人の合格率が急速に上昇した理由は幾つもあったが、総督府の
政策面(俸 給の増加、試験の簡素化など)に おける直接かつ積極的理由があったが、一方
で、台湾人においては、前線に微用される可能性を回避 しようとい う消極的動機も考慮 し
なければならないと蔡志文は推測 した。22
詳 しく見れぽ、合格者数が上昇 したのは、1920年 代、日中戦争とりわけ太平洋戦争の時





















民地と内地の行政を一元化す るいわゆる 「内外地行政一元化」(1942年)の 政策 と植民地
行政のあ り方との間には著しい関係があると考えられる。これは、注 目すべき分析視点で
あるが、今後の研究に委ね ることとする。
22蔡 志文、「日据時期台湾 『文官普通考試』之研究」、110頁 。










析だけでは十分でない。すなわち、植民地の 「現代性」を考慮 しなけれぽならない と考え
る。 このような問題意識に基づいて植民地研究を行なっている学者は、近年、台湾、 とり
わけ韓国で増えてお り、新 しい言説のひとつになってきたと言えよう。1970年 代後半以
降、 ミシェル・フーコー(MichelFoucault)が 「統治性」(governmentality)とい 噺 た嬾 念
を政府権力に関する理論に提供してきた。植民地研究にとって、戦後半世紀の間、「支配 と
抵抗」 とい う言説(discourse)が 主流となってきたが、今や 「統治性」 とい う概念に基づ く
アプローチから刺激を受けていることが明らか となりつつある。
台湾 と朝鮮の植民地政策の比較研究を例にとると、もし「植民地における専断統治の度合





存の言説モデルを批判的に検討しなければならない とい うことを意味 している。
要 旨
戦前の台湾 と朝鮮における帝国政府の官僚人事に係る統計資料の解析を踏まえ、その官
僚体制 と植民地行政を分析、論述 します。全体を二つの部分に分け、最初の部分で、 日本
帝国の植民地行政に係る三つの言説一近代化、同化及び動員、 と 「満州国モデル」一を紹
介 し、第二の部分で主に文官試験に係る比較研究を行います。私の原稿は、元々、すでに
述べた二つの部分に地方行政の比較研究を加えた三つの部分から成っていましたが、時間
の制約 もあり、地方行政の比較研究を割愛 しました。
私が行った文官試験の統計分析は、帝国全域の高等文官(高 文)行 政科試験と台湾の普
通試験を組み合わせたものです。高等行政科試験については、戦前の日本の高文行政科試
験及第者を対象 とし、秦郁彦氏が編集された統計資料に基づき、両植民地へ派遣 された高
等官を分析 したものです。台湾総督府が行った普通試験については、総督府府報で毎年公
示される及第者の名簿に基づいて、 日本人植民地官僚の出身地、官僚の日台民族比、着任
機関の動向を考察しました。
58
